
中川町人事行政の運営等の状況を公表します。

１．職員の任免および職員数に関する状況

（１）職員の採用および退職に関する状況

区分
平成20年度
末職員数 採用者数 退職者数

平成21年度
末職員数

一般職 58人 1人 1人 58人
技能労務職  1人 0人 1人 0人
合計 59人 0人 2人 57人

（2)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

平成20年 平成21年

議会 2 2 0

総務 15 13 △ 2

税務 2 2 0

民生 9 9 0

衛生 4 5 1

農林水産 4 4 0

商工 2 2 0

土木 5 5 0

小計 43 42 △ 1

教育部門 10 10 0

小　計 10 10 0

水道 1 1 0

下水道 1 1 0

その他 4 4 0

小　計 6 6 0

59 58 △ 1

住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率

（20年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

人 　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円　　　　　　％ 　　　　　　％

1,890 3,026,542 4,657 443,497 14.7 15.8

職員数 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

人 千円 千円 　　　　千円 千円 千円

52 210,887 32,623 80,752 324,262 6,236

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

(3) 特記事項
平成17～19年度　１～６級　・平成20年度　５～６級、給料月額３％削減

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

対前年
増減数

給与費

合　　計

職員には、その仕事と責任に応じて給与を支給します。
町職員の給与は、国や地方自治体職員、民間企業の給与を踏まえて町議会で審議され、条例で定められています。こ
のようにして定められた町の給与制度は、国の基準に準じたものになっています。町条例に基づいて公表します。

特別行政

企業会計

職員数区分

部門

一
般
行
政

２．職員の給与の状況（平成20年度の普通会計決算）

 (1) 人件費の状況（H20年度の普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（H20年度の普通会計決算）

      ２　職員数は、20年4月1日現在の人数である。

（参考）19年
度の人件費
率

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数であ
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである
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一般行政職 45.0 346,000 372,900

中川町 国

一般行政職 大　学　卒 172,200 172,200
高　校　卒 140,100 140,100

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

区　　分 職員数 構成比 1年前構成比5年前構成比

１　　級 　　　　　人 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

0 0.0 0.0 0.0

２　　級 　　　　　人 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

3 6.8 7.0 1.9

３　　級 　　　　　人 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

14 31.8 30.2 9.2

４　　級 　　　　　人 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

14 31.8 32.5 13.0

５　　級 　　　　　人 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

7 15.9 16.3 32.1

６　　級 　　　　　人 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

6 13.7 14.0 17.0

７　　級 　　　　　　％ 　　　　　　％

- - - 20.7

８　　級 　　　　　　％ 　　　　　　％

- - - -

（注）１　中川町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(9)職員の手当の状況

期末手当 　勤勉手当 期末手当 　勤勉手当

3.0月分 1.50月分 3.0月分 1.50月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

なし 役職加算　５～２０％

管理職加算　１０～２５％

（支給率）　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

9,333 　円

5.6 　％

手当の種類（手当数）

時間外勤務手当
3,033 千円

80 千円

3,683 千円

84 千円

特殊勤務手当（21年４月１日現在）
支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

経験年数２０年以上２５年未満

室長
（H18年度までは「主査・係長・主任」）

課長
（H18年度までは室長・主幹・主査・係長」）

区　　　　　分

標準的な職務内容

主事・技師

経験年数１５年以上２０年未満

223,900

区　　分

経験年数１０年以上１５年未満

292,500
320,200

代表的な手当の名称

（20年度支給割合）

中川町

（20年度支給割合）

中川町 国

平 均 年 齢
歳
平均給料月
額        円

平均給与月
額       円

職員１人当たり平均支給
年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

支給実績（20年度決算）

職員１人当たり平均支給
年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

支給実績（19年度決算）

蜂の駆除業務 

期末手当・勤勉手当

6

（H18年度まで「課長」）

（H18年度まで「課長・室長・次長・主幹」）

国

退職手当（20年4月1日現在）

 (5） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（21年４月１日現在）

（注）１　「平均給料月額」とは、21年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

（6) 職員の初任給の状況（21年４月１日現在）

（7) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

（8) 一般行政職の級別職員数の状況（21年４月１日現在）

主査
（H18年度までは「係長・主任」）

330,500
290,400

主任
（H18年度までは「主事・技師」）

主事補・技師補

区　　　　　分

370,700



国の制度 国の制度と

手　当　名 との異同 異なる内容

扶養手当 同

住居手当 一部異

国の制度
持家の場合
は新築購入
後５年に限

り
2 500 円

通勤手当 同

町
長

副町長
議
長

副議長
議
員

町
長

副町長

議
長

副議長

議
員

3.勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（標準的なもの）

始業 終業 休憩時間 休息時間 週休日

総付与日数 総使用日数 全対象職員数平均使用日数

2189日 529日 57人 11.0日

4.職員の分限および懲戒処分の状況

（１）分限処分者数

降任 免職 休職 計

０人 ０人 ０人 ０人

０人 ０人 １人 １人

０人 ０人 ０人 ０人

０人 ０人 ０人 ０人

０人 ０人 ０人 ０人

(２）懲戒処分者数

戒告 減給 停職 免職 計

０人 ０人 ０人 ０人 ０人

０人 ０人 ０人 ０人 ０人

０人 ０人 ０人 ０人 ０人

5.職員の研修および勤務成績の評定の状況

（１）職員研修の状況 （Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31）

受講者数

5

3

3

2

5

0

18

１週間の
勤務時間

４０時間

勤務時間の割り振り

8:30 17:15
１２：００～
１３：００

職制、定数改廃，予算減少によ
リ過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

給料

報酬

期末手当

区分

処分事由

心身の故障の場合

勤務実績が良くない場合

職に必要な適格性を欠く場合

法令に違反した場合

職務上の義務に違反した場合

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合

（Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31）

処分事由

3.00 月分

合　　　　　計

研修内容等

法務（基礎）、法務（応用）

指導能力、管理能力

政策立案、政策形成能力

市町村職員研修センター（専門実務研修

北海道町村会

上川北部８市町村合同 法令実務、政策法務、人事評価

法令実務（基礎）・(応用）、指導者

研修区分

上川支庁管内町村会

市町村職員研修センター（一般研修）

市町村職員研修センター（政策研修）

その他の手当(21年4月1日現在)

(10)　特別職の報酬等の状況（21年４月１日現在）

　　（20年度支給割合）

167,000

140,000

225,000

給料月額等

602,000

522,000

円

　　（20年度支給割合）

（21年４月１日現在）

（２）年次有給休暇の取得状況（Ｈ20.1.1～Ｈ20.12.31）

（Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31）

土・日廃止

4.45 月分

内容及び支給単価

扶養親族が居る職員に支給
配偶者 13.000 円
1 人につき6,500 円

(16～22 歳までの子は5,000 円加算)

貸家等を借受けている職員の場合 12,000
円を超える家賃を支払う職員に支給

 ( 上限27,000 円)
住宅を所有する職員の場合 月額8,000 円

支給

通勤のため交通機関等を利用する 職員に
支給

交通機関利用者 運賃等相当額
 ( 上限55,000 円)

自動車等の使用者距離に応じ2,000～
24,500 円



6.職員の福祉および利益の保護の状況

（１）健康診断の状況

対象者数 受診者数

61人 54人

11人 11人

（２）公務災害補償の状況

災害件数

1人

7.公平委員会に係る業務の状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

（２）不利益処分に関する不服申立の状況

定員適正化計画の基本的考え

①定員適正化目標

②主な定員適正化手法の概要

０件 -

措置要求の概要

０件 -

不服申立件数 不服申立の概要

地方公務員災害補償基金

加入団体

町長部局や町長部局以外において、その時々の事務量の実態把握を行い事務・事業の改善、業務委託等の
民間活力の活用、事務の統廃合など機構改革を検討し、最小の職員数で住民福祉の増進に向けて最大の
効果が得られるように適切な職員配置を行ないます。具体的には、欠員不補充及び事務事業の簡略化の推
進を行い、定員増加の抑制に努めます。

人間ドック

定期健康診断

措置要求件数

種類

（Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31）

◎「中川町情報公開条例」に基づく公文書開示請求件数→　0件

◎「中川町個人情報保護条例」に基づく開示請求件数→　0件

◎｢選挙人名簿抄本の閲覧に関する取扱基準｣に基づく閲覧件数→　0件

（Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31）

（Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31）

平成20年度中の『中川町情報公開条例』『中川町個人情報保護条例』『選挙人名簿抄本の閲覧に関する取扱基準』に

基づく開示等実施状況を公表します。

災害の概要
転落による打撲

類以団体別職員数（修正値）を基にした職員数や定員モデル、今後の行政需要の動向を加味しながら総定
数の抑制に努めることを基本とします。人口減少や少子高齢化対策および税・税外収入の徴収のさらなる強
化を図るなど今後、事務事業の積極的な見直しを行い、計画期間中（Ｈ１７．４．１～Ｈ２２．４．１）における目
標定員数は６４名（Ｈ２２．４．１）とします。


